
（単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 475,517                         
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 109,980                         うち法定率事業分 27,889       

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

2,677,359 189,115 93,696 2,564,878 - 11,897 6,888 

1 単 36
防災活動支援
事業

①災害時における避難所の衛生環境を保つため，マスク
等の備蓄を行う。
②③
マスク等の衛生用品　2,920千円
パーテーション等の３密対策に係る物資　34,883千円
④市民

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.1 37,803 37,803 - - 
「八千代市積算根拠（防災活動
支援事業）.xlsx」参照

R2補正
（地）

2 ○ 単 -

新生児新型コ
ロナウイルス
感染予防助成
事業

①新生児の新型コロナウイルス感染を防ぐため，赤ちゃ
ん用シールド等の感染予防用具の購入及び予防接種に
行く際の交通費等新生児の育児に必要な経費を支援し，
母子の健康及び健やかな育児の推進を図る。
②③
助成金　15,000千円（定額10,000円×1,500人）
通信運搬費　30千円（申請書送付84円×350通）
④令和2年4月1日から令和3年3月31日までに出生した新
生児の保護者

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 15,030 15,030 - - 

本事業は令和３年３月
３１日までに出生した
新生児が対象となるが
令和３年３月出生の新
生児の申請が令和３年
４月以降となることが
見込まれ令和３年度に
支給決定する対象者
がいるため

R2補正
（地）

3 ○ 単 1
医療提供体制
等構築事業

①医療従事者及び職員が使用する防護服等を調達す
る。
　医療機関へ防護服等を配布することにより，発熱等が
ある市民の診察等が可能となり，市民の命を守ると同時
に，診療所閉鎖等による地域医療崩壊を阻止する。
　また，社会的・環境的要因により日常生活を営むことが
困難な要援護者（高齢者や障害者）等が感染し，自宅療
養になった際に，支援を行う職員が使用する。
②③防護服セット（防護服・フェイスガード・マスク等）
　3,000セット×3,500円×1.1
④市内医療機関　等

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 11,550 11,550 - - 
R2予備費

（地）

4 ○ 単 28
図書館パワー
アップ事業

①在宅中の子どもたちへの読書支援として，市内在住，
在勤，在学の18歳以下の子どもに対し，臨時休館中の図
書館から図書の郵送貸出を行う。
②図書館蔵書の郵送による貸出し経費
③295人×郵送単価520円
④市内在住，在勤，在学の18歳以下の子ども

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.5 154 154 - - 
R2予備費

（地）

6 単 -
中小企業経営
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により，経営の安定
に支障を生じている中小企業者等に対し，支援を行う。
②③④令和2年1月～9月の任意のひと月の売上が前年
同月と比較して20％以上減少した市内の中小企業者等
に1事業者当たり15万円を支給

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.12 449,169 449,169 - - 
「八千代市積算根拠（中小企業
支援事業）.docx」参照

R2補正
（地）

7 単 50
臨時相談窓口
設置事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により売上減少や休
業となっている事業所に対し，中小企業診断士や社会保
険労務士等が申請書類等の作成支援や各種相談を行
う。
②委託料　4,500,000円
③④令和2年6月～12月の間に約460事業者

－ － － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.2 4,500 4,500 - - 
「八千代市積算根拠（臨時相談
窓口設置事業）.docx」参照

R2補正
（地）

8 ○ 単 106
ひとり親家庭
緊急支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて，就業環
境の変化による影響を受けやすいひとり親家庭の児童扶
養手当受給者に対して給付金を支給し，子どもの心身の
健やかな成長を図る。
②③
給付金　33,000千円（30,000円×1,100人）
通信運搬費　93千円（案内送付用84円×1,100通）
印刷製本費　9千円（送付用封筒7.4円×1,100通）
④児童扶養手当受給者（令和2年4月分受給資格者）

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 33,102 33,102 - - 
R2補正
（地）

9 単 33
広報やちよ号
外号発行事業

①新型コロナウイルスの感染防止対策及び市民や事業
者に向けた支援策を周知するため，広報やちよ号外号を
発行し，感染防止の啓発を行うとともにに生活に困ってい
る市民や事業継続に困っている事業者の支援を行う。
（5/26,1/9発行）
②広報号外号の編集・印刷及び配布に係る費用
③広報編集・印刷業務　450千円
　 広報配布等業務　726千円
④市民，市内事業者等

－ － － － － －
Ⅰ-６．情報発

信の充実
㉑いずれも該

当しない
R2.5 R3.1 1,176 1,176 - - 

R2予備費
（地）

合計

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

基金

移替先 総務省 2,036,012                                                                                

Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

-                                                                                           

都道府県・市町村コード（５桁） 12221 2,564,878                                                      第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

585,497                  

85,700                                                          本省繰越予定額                            -

2,479,178                                                      配分予定額計 2,036,012               

1,073,156                                                                                

令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 第一次配分額 377,359                  377,359                                                                                  

地方公共団体名 八千代市 第二次配分額 1,073,156               



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

基金Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

12 ○ 単 35

介護サービス
事業所におけ
る新型コロナ
ウイルス感染
症等対応衛生
用品備蓄事業

①介護サービス事業所が新型コロナウイルス感染症等へ
の備えとして，衛生用品を購入する費用の全部または一
部を補助する。
②衛生用品購入費用の補助に要する経費
③各事業所に設定された単位数に10万円を乗じた金額を
上限として補助する。
　補助額　299単位×100千円＝29,900千円
　通信運搬費　100千円
④市内介護サービス事業所　271箇所

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 30,000 30,000 - - 

「八千代市積算根拠（介護サービ
ス事業所における新型コロナウ
イルス感染症等対応衛生用品備
蓄事業）.docx」参照

R2補正
（地）

13 単 35

障害福祉サー
ビス等事業所
における新型
コロナウイル
ス感染症等対
応衛生用品備
蓄事業

①障害福祉サービス等事業所が新型コロナウイルス感染
症等への備えとして，衛生用品を購入する費用の全部ま
たは一部を補助する。
②衛生用品購入費用の補助に要する経費
③１事業所あたり100,000円（施設入所事業者は200,000
円）を上限として補助する。
　【補助金】
　　障害福祉サービス等事業所　4,300千円（43事業所）
　　施設入所事業所　400千円（2事業所）
　【通信運搬費】　105千円（120円×868通）
④市内障害福祉サービス等事業所

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 4,805 4,805 - - 
障害者総合支援事業
費補助金（厚生労働
省）

R2補正
（地）

14 補 －
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う訪問入浴サービス
等体制強化事業）
①訪問入浴サービス等を行う事業所において，新型コロ
ナウイルス感染症の再流行等への備えとして，衛生用品
を購入する費用の全部または一部を補助する。また，意
思疎通支援事業など地域における障害者の日常生活に
密着した支援を行うサービスにおいて、新型コロナウイル
ス感染症の国内感染防止策に伴って生じる課題に対応
するため。
②衛生用品購入費用の補助に要する経費及び新型コロ
ナウイルス感染症に対応する施設職員に係る職員手当
等の委託料
③市内の訪問入浴サービス事業所等が衛生用品購入し
た費用について，１事業所あたり100,000円を上限に補
助。意思疎通支援事業に従事した者。
　訪問入浴サービス事業所　300千円（3事業所）
　移動支援事業所　1,600千円（16事業所）
  意思疎通支援事業所　100千円（1事業所）
　意思疎通支援事業　1,000千円（50,000円×20人）
④訪問入浴サービス事業，意思疎通支援事業及び移動
支援事業を行う事業所。意思疎通支援事業に従事してい
る職員
※事業費のF欄「その他」は県補助金（障害者総合支援事
業費補助金）

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 3,000 3,000 1,500 750 - 750 -         
R2補正
（国）

15 ○ 単 106
新生児特別定
額給付金給付
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の不安を抱えながら妊
娠期を過ごし，国の特別定額給付金基準日の翌日以降
に出生した新生児の保護者に対し，外出自粛による子育
て負担の増加や，収入の減少等による生活への経済的
な影響を緩和する。
②③
交付金　140,000千円（定額100,000円×1,400人）
通信運搬費　59千円（申請書送付84円×700通）
④令和2年4月28日から令和3年４月1日までに出生した新
生児の保護者

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 140,059 140,059 - - 
令和３年４月１日に出
生した新生児までを対
象とするため。

R2補正
（地）

16 単 -

キャッシュレス
決済ポイント
付与事業（そ
の１）

①市内の店舗，施設で対象のキャッシュレス決済サービ
スを利用した場合に，20%のポイントを付与することで，市
内の店舗，施設での消費を喚起し，地域経済を支援す
る。
②決済金額に対するポイント付与に係る委託料及び事業
の周知等に係る経費
③業務委託料　525,995千円
④市内の対象店舗及び施設

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

③キャッシュレ
ス

R2.10 R3.3 525,995 525,995 - - 
R2補正
（地）

17 ○ 単 12

公共交通感染
症予防対策支
援事業（その
１）

①公共交通事業者（路線バス・タクシー）の新型コロナウ
イルス感染症対策を促し，利用者の安全確保及び公共交
通の維持を行うため，公共交通事業者の感染症対策に
要した経費に対し，補助する。
②感染症対策に要する経費
③　ア　路線バス：4,000千円（50千円/台×80台）
　　 イ　タクシー：4,440千円（20千円/台×222台）
④市内に本社，営業所又は自宅がある路線バス及び法
人・個人タクシー

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 8,440 8,440 - - 
R2補正
（地）

18 単 102
修学旅行等中
止時負担費用
補助事業

①修学旅行等を中止した場合であっても負担しなければ
ならない費用（企画料）に対し補助することにより，保護者
の経済的な負担軽減を図る。
②企画料の補助に要する経費
③　ア　修学旅行 32校　8,592千円
　 　イ　ホワイトスクール  ９校　8,064千円
　 　ウ  校外学習　5校　1,133千円
④修学旅行等が中止となった小中学校の児童・生徒の保
護者

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.3 17,789 17,789 - - 
R2補正
（地）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

基金Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

19 ○ 単 103
公立学校情報
機器整備事業

【児童生徒１人１台端末整備】
①GIGAスクール構想の実現に向けた児童生徒1人1台端
末の整備を行い，ICTの活用により新型コロナウイルス感
染症による学校休業等においても全ての子どもたちが学
びを継続することができる環境の整備を図る。
②　児童・生徒用タブレット端末の１人１台整備に係る費
用
③　必要額　733,666千円（端末整備費初年度分として）
　　 (内訳）
  (1)児童生徒１人１台環境整備分　総調達数　10,930台
　　・「３人に１台分（地方単独事業分）のうち、未整備分
295台
　　・「３人に２台分（国費事業分）について、国からの定額
補助(45,000円／台）への上乗せ整備分　10,492台
　　・児童・生徒用予備機（地方単独事業分）　143台

　(2)教師用タブレット端末整備分（地方単独分）　1,029台

　　いずれも４年リース(R3.9～R7.8)を予定
④　各市立小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.11 R3.4以降 733,666 733,666 - - 

公立学校情報機器整
備費補助金
（学校からの遠隔学習
機能の強化事業及び
GIGAスクールサポー
ター配置支援事業に限
る）（文部科学省）

既存システムとの連携
に必要な設定等の調
整に時間を要すること
や新型コロナウイルス
の影響による委託業者
の人員不足により，運
用開始が令和３年度に
なる見込みであるた
め。

R2補正
（地）

20 ○ 補 103
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

【GIGAスクールサポーター業務委託】
①GIGAスクール構想に基づく環境整備に当たり，導入初
期に係る業務（マニュアル作り，導入研修，導入初期操作
サポート等）を行う体制を整備する。
②③　初年度委託料 36,677千円
　　　　うち補助対象事業分30,000千円
　　　　30,000千円　×　0.5（国庫補助率）　＝　15,000千
円（市負担分）
④　各市立小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.11 R3.4以降 36,677 30,000 15,000 15,000 - - 6,677   

児童生徒１人１台端末
整備後の運用開始が
令和３年度になる見込
みであるため。

R2補正
（国）

21 ○ 単 103

公立学校情報
機器整備費補
助金（継ぎ足
し単独分）

【GIGAスクールサポーター業務委託】
①GIGAスクール構想に基づく環境整備に当たり，導入初
期に係る業務（マニュアル作り，導入研修，導入初期操作
サポート等）を行う体制を整備する。
②③　初年度委託料 36,677千円
　　　　うち継ぎ足し単独事業分6,677千円
④　各市立小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.11 R3.4以降 6,677 6,677 - - 

公立学校情報機器整
備費補助金
（学校からの遠隔学習
機能の強化事業及び
GIGAスクールサポー
ター配置支援事業に限
る）（文部科学省）

児童生徒１人１台端末
整備後の運用開始が
令和３年度になる見込
みであるため。

R2補正
（地）

22 単 103

学校再開後の
ICTを活用し
た学習支援事
業

【学校再開後のICTを活用した学習支援事業】
①学校再開後の学びを進めるに当たり，ICTを活用した習
熟度に合わせた学びや家庭学習の支援等を行うため，学
習支援ソフトを導入する。
②学校休業中に無償提供されていた学習ソフトの無償提
供期間終了後も年度末まで利用するための費用
③　必要額　4,356千円
　　33校×6か月×20,000円×1.1＝4,356,000円
④　市立小中学校
※事業費のF欄「その他」は県補助金（ＩＣＴを活用した学
習支援事業費補助）

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.9 R3.3 4,356 2,178 - 2,178 
R2補正
（地）

23 単 106
就学児童生徒
給食費等援助
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，子供の貧
困を緩和するため，市内公立小中学校臨時休業期間中
について学校給食が実施されたこととみなし，学校給食
費相当額を支給し，経済的支援を行う。
②③臨時休業期間中における給食費相当額を援助す
る。
　給食の単価　×　日数　＝　1人当たりの援助の金額
　　単価　小学生265円（牛乳なしの場合212円）
　　　　　　中学生317円（牛乳なしの場合264円）
④市の準要保護に認定された児童生徒の保護者

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.8 14,427 14,427 - - 
「八千代市積算根拠（就学児童
生徒給食費等援助事業）.xlsx」参
照

R2予備費
（地）

24 単 -

新型コロナウ
イルス感染症
感染防止資器
材整備事業

①新型コロナウイルス等感染症の影響により救急出動が
多発した場合に備え，救急出動時に必要となる感染防止
資器材を整備する。
②③感染症関連の救急出場に対応するため，感染防止
衣，サージカルマスク等を購入する。
　ア　感染防止衣 　　　　　　　 　  2,650着　  6,531,800円
　イ　サージカルマスク　　　　   　3,600枚　    　66,000円
　ウ　Ｎ９５マスク　　　　　　　　  　2,720枚　　 　619,080円
　エ　ディスポグローブ　　 　　　14,000枚　 　   268,224円
　オ　ゴーグル　　　　　　　　　　　 　500個　　　  390,500円
　カ　消毒用エタノール(500ml)   1,264本　　　 496,520円
  合　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 8,372,124円
④消防施設

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.4以降 8,373 8,373 - - 
納品までに相当の期間
が掛かることが見込ま
れるため。

R2予備費
（地）

25 93 補 -
外国人受入環
境整備交付金

法務

①多言語による防災・生活情報メールの配信により，新
型コロナウイルスに係る情報提供を行うことで，外国人住
民を支援し，不安等の解消を図る。
②多言語による防災・生活情報メール配信に係る翻訳手
数料
③翻訳手数料  400文字×13円（一文字当たり単価）×6
言語×12回＝374,400円
④外国人住民

－ － － － － －
Ⅱ-１．雇用の

維持
㉑いずれも該

当しない
R2.8 R3.3 374 374 187 187 - - -         

R２補正
（国）

26 単 -
市ホームペー
ジ機能強化事
業

①市のホームぺージをスマートフォンに合わせたレイアウ
トの最適化を図ることにより，新型コロナウイルス感染症
に関する情報を閲覧者が容易に取得できるようにし，感
染拡大防止のための情報発信・取得を支援する。
②市のホームページをスマートフォン対応とするための改
修業務委託に係る費用
③業務委託料　4,328千円
④市のホームページの閲覧者（市民，市内事業者等）

－ － － － － －
Ⅰ-６．情報発

信の充実
④行政IT化 R3.3 R3.4以降 4,328 4,328 - - 

既存システムとの連携
に必要な設定等の調
整に時間を要すること
により，運用開始が令
和３年度になる見込み
であるため。

R2補正
（地）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

基金Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

27 単 -

新型コロナウ
イルス接触感
染防止環境整
備事業

①新型コロナウイルス感染症対策として，打ち合わせス
ペースにモニターの設置及び打ち合わせスペースでPCを
ネットワークに接続できるようにすることで，紙の資料のや
り取りを排除し，物を介した接触感染を防止する。
②モニター費用，AP設定変更・無線LAN子機費用
③モニター　297,990円×4台＝1,191,960円
　              152,460円×11台=1,677,060円
 　無線LAN子機　3,740円×60台＝224,400円
   設定変更費用　232,650円
④市職員

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R3.3 R3.3 3,327 3,327 - - 
R2予備費

（地）

28 単 12
公共的空間安
全・安心確保
事業

①新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，非接
触式検知器（体温測定器）及び消毒液スタンド等を購入す
る。
②市役所庁舎の出入口3箇所に4台の非接触式検知器
（体温測定器）及び消毒液スタンド等を導入する費用を対
象経費とする。
③
ア　非接触式検知器（体温測定器）　528,000円（132,000
円×4台）
イ　消毒液スタンド　63,360円（15,840円×4台）
ウ　アルコールディスペンサー　3,080円（770円×4個）
エ　ホルダー式クリップ　1,980円（660円×3個）
オ　OAタップ　1,650円（825円×2個）
カ　案内ボード　49,500円（16,500円×3枚）
計　647,570円
④市役所庁舎への来庁者

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.1 648 648 - - 
R2補正
（地）

29 単 1

新型コロナウ
イルス感染症
患者入院受入
支援事業補助
金

①新型コロナウイルス感染症患者で入院を必要とする人
が市内の医療機関に入院することができるよう，新型コロ
ナウイルス感染症患者の入院患者を受け入れる市内の
医療機関を支援するため，当該医療機関に対して補助金
を交付する。
②ア　重点医療機関に指定されていない場合　１床あたり
の前年度病床平均診療単価から病床確保支援事業補助
金の補助基準額を控除した額に空床及び休床数をそれ
ぞれ掛けた額の合算額
イ　重点医療機関に指定されている場合　病床確保支援
事業補助金の補助対象外の日において，新型コロナウイ
ルス感染症患者の入院受け入れのため主に確保してい
る病棟のうち患者が入院していない病床について，病床
確保支援事業補助金の補助基準額と同額の金額に新型
コロナウイルス感染症患者入院時と同様に算出した空床
及び休床数をそれぞれ掛けた額の合算額
③④対象：千葉県の依頼に基づき新型コロナウイルス感
染症患者を受け入れるため病床を確保する市内の医療
機関
（参考例）ア補助単価：ICU内63,000円/日（160,000-
97,000），その他（空床）39,000円/日（55,000-16,000），そ
の他（休床）29,000円/日（55,000-26,000），
イその他（空床）：71,000円/日，その他（休床）81,000円/
日

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 50,000 50,000 - - 
感染症患者受入れの
ための空床確保等事
業（厚生労働省）

R2補正
（地）

30 補 -
生活困窮者就
労準備支援事
業費等補助金

厚労

（自立相談支援機関等の強化事業）

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う生活困窮者へ
の支援を強化するため，会計年度任用職員の拡充及び
生活困窮者自立支援事業受託者の相談体制を整備する
ことにより，自立支援体制の充実を図る。
②生活困窮者自立支援事業に要する会計年度任用職員
人件費，委託料
③3人分の人件費
　報酬5,721千円，職員手当等771千円，共済費563千円，
旅費（費用弁償）627千円
委託料3,770千円
④市民

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 11,449 11,449 8,587 2,862 - - -         
R2補正
（国）

31 補 -
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①介護施設等に入所する者にＰＣＲ検査費用を助成し、
入所前検査を促進することで、施設内における新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大を防止する。
②③
助成金　4,000千円（20,000円×200人）
④介護施設等に入所予定で、令和3年1月1日から3月31
日までにＰＣＲ検査を希望のうえ受検する、市内に住民登
録のある６５歳以上の者。

－ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原

検査の体制整
備

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 4,000 4,000 2,000 2,000 - - -         
R2補正
（国）

32 補 -
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援セン
ターや日中一時支援事業の受け入れ体制強化等）

①地域活動支援センターや日中一時支援事業等を行う
事業所において，新型コロナウイルス感染症の再流行等
への備えとして，衛生用品を購入する費用の全部または
一部を補助する。
②衛生用品購入費用の補助に要する経費
③市内の地域活動支援センターや日中一時支援事業所
等が衛生用品購入した費用について，1事業所あたり
100,000円を上限に補助
　地域活動支援センター　200千円（2事業所）
　日中一時支援事業所　1,200千円（12事業所）
④地域活動支援センター，日中一時支援事業を行う事業
所
※事業費のF欄「その他」は県補助金（障害者総合支援事
業費補助金）

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 1,400 1,400 700 350 - 350 -         
R2補正
（国）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

基金Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

33 補 -
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ
ス支援等事業）

①放課後等デイサービスの利用増加による利用者負担
の増加分について補助する。
②代替的サービスの提供に係る利用者負担額及び学校
の臨時休業により追加的に生じた利用者負担額
③特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサー
ビス支援事業補助金
　放課後等デイサービス事業所　3,516千円（68事業所）
④放課後等デイサービス事業所
※事業費のF欄「その他」は県補助金（障害者総合支援事
業費補助金）

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 3,516 3,516 1,758 880 - 878 -         
R2補正
（国）

34 単 -

高齢者インフ
ルエンザ予防
接種無償化事
業

①新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流
行により地域医療体制の健全な運営が困難な状況となる
ことから、インフルエンザ予防接種の実施を積極的に促
すため、自己負担金相当額（1,500円）を無償化する施策
を行う。
②③　　　51,751千円
お知らせ文部材（ﾊｶﾞｷ作成）　4,752円×9箱＝42,768円
通信運搬　対象者　49,815件×63円＝3,138,345円
予防接種自己負担金　1,500円×（49,815人×0.65）
　　　　　　　　　　　　　　＝48,569,625円
④65歳以上の市民及び60歳から64歳の特定疾病者

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 51,751 51,751 
R2補正
（地）

35 単 1
PCR検査等実
施医療機関助
成事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策とし
て，県による発熱外来の指定を受け，行政検査を実施す
る医療機関へ助成金を支給する。
②③　12,000千円
　　40（市内医療機関）機関×30万円
④行政検査におけるPCR検査及び抗原検査を実施する
市内医療機関

－ － － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 12,000 12,000 
R2補正
（地）

36 補 -
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

【放課後児童健全育成事業】
①小学校の臨時休業により、共働き家庭などの昼間家庭
にいない小学校に就学している児童に対し、遊び及び生
活の場を与えて、健全な育成を図る。
②③
イ　臨時休業時特別開所にかかる事業費・人材確保費
（35支援単位）
ロ　利用料について保護者へ返還した経費（通所しなかっ
た児童）
④小学校に就学している児童
※事業費のF欄「その他」は県補助金

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 23,224 23,224 7,741 7,742 - 7,741 -         
R2補正
（国）

37 単 -

新生児新型コ
ロナウイルス
感染予防助成
事業（その２）

①新生児の新型コロナウイルス感染を防ぐため，赤ちゃ
ん用シールド等の感染予防用具の購入及び予防接種に
行く際の交通費等新生児の育児に必要な経費を支援し，
母子の健康及び健やかな育児の推進を図る。
②③
助成金　11,250千円（定額10,000円×1,125人）
④令和3年4月1日から令和3年12月31日までに出生した
新生児の保護者

－ － － － ○ －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 11,250 11,250 - - 

新生児の新型コロナウイルス感
染を防ぎ，母子の健康及び健や
かな育児の推進を図るため，対
象を新生児の保護者としており，
助成金の使途として，赤ちゃん用
のシールドや除菌シートの購入
費，予防接種等に行くための交
通費等の補填などを奨励してい
る。

本事業は令和３年４月
１日から令和３年１２月
３１日までに出生した
新生児が対象であり，
支給決定が令和３年度
となるため

R2補正
（地）

38 補 -
母子保健衛生
費補助金

厚労

（乳幼児健康診査個別実施支援事業）

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため，令和
2年3月から6月まで集団歯科健康診査を中止したことに
伴う1歳6か月児歯科健康診査の未実施者に対し，個別
審査を実施する。
②歯科健康診査費用補助
③4,081円（委託料）×526人（対象者）×0.7（想定受診
率）
＝1,502,625円
うち補助対象分1,291,680円
④新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため令和２
年３月から６月まで集団歯科健康診査を中止したことによ
る１歳６か月児歯科健康診査未実施者

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑩医療 R2.7 R3.3 1,503 1,292 645 647 - - 211      
R2補正
（国）

39 単 -

母子保健衛生
費補助金（継
ぎ足し単独
分）

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため，令和
2年3月から6月まで集団歯科健康診査を中止したことに
伴う1歳6か月児歯科健康診査の未実施者に対し，個別
審査を実施する。
②歯科健康診査費用補助
③4,081円（委託料）×526人（対象者）×0.7（想定受診
率）
＝1,502,625円
うち継ぎ足し単独事業分211千円
④新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため令和２
年３月から６月まで集団歯科健康診査を中止したことによ
る１歳６か月児歯科健康診査未実施者

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑩医療 R2.7 R3.3 211 211 - - 
母子保健衛生費補助
金（厚生労働省）

R2補正
（地）
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への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

40 単 -

キャッシュレス
決済ポイント
付与事業（そ
の２）

①市内の中小規模の店舗，施設で対象のキャッシュレス
決済サービスを利用した場合に，30%のポイントを付与す
ることで，市内の店舗，施設での消費を喚起し，地域経済
を支援する。
②決済金額に対するポイント付与に係る委託料及び事業
の周知等に係る経費
③業務委託料　264,000千円(キャッシュレス事業者による
ポイント付与分)
周知等に係る経費　1,365千円
④市内の対象の中小規模店舗及び施設

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

③キャッシュレ
ス

R3.3 R3.4以降 265,365 265,365 - - 

新型コロナウイルス感
染症の影響を踏まえ，
来年度も引き続き，市
内での消費喚起を促す
地域経済支援策を実
施するため。

R2補正
（地）

41 単 12

公共交通感染
症予防対策支
援事業（その
２）

①公共交通事業者（路線バス・タクシー）の新型コロナウ
イルス感染症対策を促し，利用者の安全確保及び公共交
通の維持を行うため，公共交通事業者の感染症対策に
要した経費に対し，補助する。
②感染症予防対策に要する経費
③　ア　路線バス：3,200千円（40千円×80台）
　　 イ　タクシー ：4,720千円（20千円×236台）
④市内に本社，営業所又は自宅がある路線バス及び法
人・個人タクシー

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 7,920 7,920 - - 

新型コロナウイルス感
染症の影響を踏まえ，
来年度も引き続き，公
共交通事業者への支
援策を実施するため。

R2補正
（地）

42 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）

①学校再開にあたり集団感染のリスクを避け，幼児児童
及び生徒が安心して学ぶことができる体制の整備を促進
するため，保健衛生用品等の整備を行う。
②小学校，中学校で購入する保健衛生用品等
③児童・生徒１人当たり340円×15,491人＝5,266千円
④各市立小・中学校

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.4 R3.3 5,266 5,266 2,633 2,633 - - -         

R2補正
（国）

43 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）

①学校再開に際して，感染症対策等を徹底しながら児童
及び生徒の学習保障をするため，各学校における感染症
対策等及び子どもたちの学習保障のために必要となる経
費を支払う。
②小学校，中学校で購入する消耗品，備品，バスの増便
に係る経費等
③１校当たり200万円～400万円　　合計105,000千円

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.4 R3.3 105,000 105,000 52,500 52,500 - - -         

R2補正
（国）

44 補 47
学校臨時休業
対策費補助金

文科

①学校の臨時休業に伴う学校給食休止に係る学校給食
費を保護者に対して返還等するための経費を支援する事
業に対し，補助を行うことにより，保護者の負担軽減等に
資する。
②臨時休業に伴う学校給食の中止による補償金
　（学校給食費を保護者に対して返還等するための経費）
③（公財）千葉県学校給食会及び千葉県乳業協同組合に
対する補償金
　千葉県学校給食会　　 315,371円
　千葉県乳業協同組合　278,711円
④公立小中学校児童・生徒の保護者

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.6 594 594 445 149 - - -         
R元予備
費（国）

45 単 -

就学児童生徒
学用品費等援
助事業（その
１）

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，子供の貧
困を緩和するため，八千代市準要保護児童生徒の認定
者の保護者に対し，経済的支援を行う。
②③児童生徒一人につき10,000円を支給する。
　小学生児童　700人×10,000円＝7,000,000円
　中学生生徒　380人×10,000円＝3,800,000円
④令和3年3月15日時点において準要保護に認定されて
いる児童生徒の保護者

－ － － － ○ －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 10,800 10,800 - - 

経済的理由によって就学困難と
認められる児童・生徒の支援を
効果的・効率的に実施するため，
八千代市準要保護児童生徒の
認定者の保護者を対象者とす
る。

R2補正
（地）

46 単 -

就学児童生徒
学用品費等援
助事業
（その２）

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，子供の貧
困を緩和するため，八千代市準要保護児童生徒の認定
者の保護者に対し，経済的支援を行う。
②③児童生徒一人につき10,000円を支給する。
　小学生児童　1,000人×10,000円=10,000,000円
　中学生生徒　600人×10,000円=6,000,000円
④令和３年度に準要保護に認定となった児童生徒の保護
者

－ － － － ○ －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 16,000 16,000 - - 

経済的理由によって就学困難と
認められる児童・生徒の支援を
効果的・効率的に実施するため，
八千代市準要保護児童生徒の
認定者の保護者を対象者とす
る。

本事業は令和３年度の
準要保護者を対象とし
ており，令和３年度の
支給決定となるため。

R2補正
（地）

47 単 28
電子図書館拡
充事業

①　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するた
め，電子図書館を拡充し，図書館に足を運ばずに自宅等
でも読書活動ができる環境の充実を図る。
②③
電子図書館コンテンツ購入費　440千円
（内訳）4,000円×100点×1.1＝440,000円
④図書館利用者

－ － － － － －
Ⅰ-６．情報発

信の充実
④行政IT化 R3.3 R3.3 440 440 - - 

R2補正
（地）

48 単 103
オンライン学
習機材整備事
業

①社会教育施設で開催している講座・教室等を会場に集
まることなく，オンラインによる動画配信を行うことで，感
染リスクを低減するとともに，自宅でも学習できる環境を
整備する。
②③
オンライン講座に必要な機材購入費用　245千円
（内訳）ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ2台193,600円，ﾊﾞｯﾃﾘｰ2台15,620円，ﾑｰ
ﾋﾞｰﾊﾞｯｸ2個3,960円，三脚2基7,480円，ﾒﾓﾘｰｶｰﾄﾞ2基
5,720円，ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙHDD2基18,480円※全て税込み
④社会教育施設

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R3.3 R3.3 245 245 - - 
R2補正
（地）


